
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 1

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し  令和元年度交付税　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　 種 地 区 分 (評点 576)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

96,243 人 人 人 地　　方　　税 11,777,955 11,777,955 60.3 人    件    費 4,754,368 10.7 4,311,735 4,152,694 20.2% 21.2%

91,928 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 151,486 151,486 0.8  うち職員給 3,215,708 7.2 2,937,729 ‐ ‐ ‐

 増 減 率 4.7 ％ 4,861 利子割交付金 5,295 5,295 0.0 扶    助    費 15,600,242 34.9 4,176,006 4,113,901 20.0% 21.0%

住本(R2.3.31) 99,549 人  人 人 配当割交付金 18,728 18,728 0.1 公    債    費 2,786,339 6.2 2,722,488 2,722,488 13.2% 13.9%

民台(H31.3.31) 98,502 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 13,159 13,159 0.1  元利償還金 2,785,149 6.2 2,721,298 2,721,298 13.2% 13.9%

基帳 増 減 率 1.1 ％ 4,666 地方消費税交付金 1,547,622 1,547,622 7.9  一時借入金 1,190 0.0 1,190 1,190 0.0% 0.0%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 23,140,949 51.8 11,210,229 10,989,083 53.5% 56.2%

　　  千円 　　  千円 　の状況 自動車取得税交付金 24,954 24,954 0.0 物    件    費 5,404,697 12.1 4,198,808 3,419,586 16.6% 17.5%

○市町村圏 4,918 4,918 0.0 維 持 補 修 費 292,820 0.7 269,383 159,360 0.8% 0.8%

 1　歳　入　総　額 Ａ   再建､山村 地方特例交付金等 189,238 189,238 1.0 補  助  費  等 3,878,098 8.7 1,764,582 1,463,048 7.1% 7.5%

  財政､過疎 地 方 交 付 税 5,632,795 4,970,653 25.4 繰    出    金 2,743,005 6.1 2,178,129 2,168,526 10.5% 11.1%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付   (普通交付税) 4,970,653 4,970,653 ‐ 投資出資貸付金 9,071 0.0 71 71 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産   (特別交付税) 662,142 ‐ 積    立    金 1,509,752 3.4 1,166,110

  　　　　　　 A-B　Ｃ   低開発     小      計 19,366,150 18,704,008 95.6 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 交通安全対策特別交付金 11,464 11,464 0.1 経常収支比率

　  べき財源        Ｄ 分担金 負担金 382,207 35 0.0 投 資 的 経 費 7,682,092 17.2 1,466,578 88.5% ③/① 　

 5　実 質 収 支 ｱ  ｲ 　事務の共同 使    用    料 215,960 1,459 0.0  うち人件費 243,950 0.5 132,884 93.1% ③/②

　C-D  Ｅ    積立金現在高 　処理の状況 手    数    料 201,226 52 0.0
　
　 普通建設事業 7,682,092 17.2 1,466,578

 ｲ-ｱ 　  うち財政調整基金 ○ごみ処理 国 庫 支 出 金 13,740,534 - ‐ 補  助 7,369,836 16.5 1,199,224

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ     うち減 債 基 金 ○し尿処理 国有提供施設交付金 660,802 660,802 3.4 単  独 312,256 0.7 267,354 歳入経常一般財源額

  その他特定目的基金 　伝染病関係 県  支  出  金 5,201,925 ‐ ‐ 受託（補助） - - -

 7  積　　立　　金　 Ｇ    地方債現在高   小学校関係 財  産  収  入 291,065 146,934 0.8 県事業負担等 - - -

　うち政府資金現在高   中学校関係 寄    附    金 53,485 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ   債務負担行為額   税務関係 繰    入    金 1,386,441 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

（翌年度以降支出予定額）   火葬場 繰    越    金 1,505,541 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 23,689,305

 9  積立金取くずし額 Ｉ   消  防 諸    収    入 312,793 20,786 0.1 ‐ ‐ ‐

10　実質単年度収支 ○その他 地    方    債 2,766,306 - - 95.4

　　F + G + H - I　 Ｊ 46,095,899 19,545,540 100.0

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  構成比 超  過 決算額 構成比

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円 ％ 課税額 千円 ％

下 水 道 事 業   有 901,000  個人分 1.3  議    会    費 304,011 0.7

介護保険事業   無 742,000  法人分 1.7  総    務    費 6,843,853 15.3

後期高齢者医療事業   無 672,000 35.4  民    生    費 21,355,182 47.8

上 水 道 事 業   有 479,000 3.8  衛    生    費 2,024,171 4.5

426,000  固 定 資 産 税 48.2  労    働    費 127,094 0.3

409,000  軽 自 動 車 税 2.8  農 林 水 産 業 費 38,570 0.1

400,000  市町村たばこ税 6.8  商    工    費 557,033 1.2

円  電    気    税 ‐  土    木    費 3,511,349 7.9

円  ガ    ス    税 ‐  消    防    費 1,100,879 2.5

円  特別土地保有税 -  教    育    費 6,012,003 13.5

円 法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 - ‐

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,786,339 6.2

均 等 割 3,500円  　　　　50 千円  入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐

対する比率  そ  の  他 ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐

1.0 100.0 44,660,484 100.0

※R1健全化判断比率（実質赤字比率　－％、連結実質赤字比率　－％、実質公債費比率　7.9％、将来負担比率　69.2％）

合      計 11,777,955 7.0 ‐ 合      計 22,253,890固 定 資 産 税 1.4％ 合      計 98.9 45.4 97.7

51.2 98.0 ‐ ‐ ‐ ‐所 得 割

市  民  税 98.8 41.6 97.3 ‐

法 人 税 割 (H27.10.1) 9.7% 固定資産税 98.9

　　　　　％ 内

容
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‐ ‐ ‐
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適 用 税 率 の 状 況

徴
　
収
　
率

区　　　　分
現年課税分 滞納繰越分 合  計 3,609

‐ ‐ 3,055,107

計 620 293,200 ‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ 775,025

教 育 公 務 員 37 338,100 ‐ ‐ ‐ -

‐ ‐ 1,402,181

  うち消防関係 91 275,100 ‐ ‐ ‐ ‐

16.1 ‐ 212,417

 　一 般 職 員 583 290,500 ‐ ‐ ‐ ‐

5.8 ‐ 32,560

普

通

会

計

職

員

数

区 分 職 員 数 1人当たりの給料月額 議会議員 〃 802,459

‐ 100,528

‐ ‐ ‐ ‐ - 委員長 〃 331,406

1,603,504

‐ ‐ ‐ ‐ - 議会副議長 〃 5,677,832 5.4

7,977,958

205,073 27,808 30 議会議長  H10.4.1 法 人 税 割 448,410 22.3 ‐

4,068,111

34,091 844,837 3 教育長 〃 所　 得　 割 4,153,317 6.7 ‐

‐ 304,011

129,485 960,282 21 副市長 〃 204,310 △ 0.2 ‐

市長  H8.4.1 市

民

税

均

等

割

156,612 5.0

区 分 充当一般財源等

1 0 10 年 月 日 千 円 ％

目 的 別 歳 出

の有無

△ 896,236 937,716 17
 区　分

改定実施  給料(報酬) 月額
区 分

決 算 額

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法適用実質収支額

特 別 職 等 市 町 村 税

 増減率

129,727 559,074 13

404,563 535,867 合      計 100.0 　（H31.4.1現在）

　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

6.0
合    計 44,660,484 100.0 22,253,890

353,823 100,000 0.7 ‐

失業対策事業

9,250,935 3.3 ‐

21,507,145 0.1

0 0 14,661,782 3.0

6,197,683 11.3 20,555,446

211,067 470,097 30,007,175 0.6 19,545,540

2,297,015 29.8

547,319 165,770 162,405 1.5

実質公債費比率 7.9% 0.5

938,928 1,104,698 8,657,103 0.4

  経常一般財源比率 100.6% 0.0

565,864 330,717 　 公債費負担比率 11.5% 0.8

経常経費充当一般財源合計

1,504,792 1,435,415 　 実質収支比率 5.7% 42.0 前年度繰上充用金 18,199,674

42,559,234 44,660,484  　標準財政規模 19,432,575 10.8

 　財政力指数    0.67 1.4

44,064,026 46,095,899 基準財政需要額 15,435,795 0.4

 　標準税収入額等 13,452,016 12.2

0.0    小    計

0.1

基準財政収入額 10,451,548 自動車税環境性能割交付金 0.0

区 分
平成30年度 令和元年度

区 分 指 数 等
指定団体等

 平成22年 平成22年 0.0 内

訳91,119 0.7 13.5 85.8 3.4

86.2 0.0

H22年
国　調

 　251人  5,032人 32,066人 0.0

32,622人 25.6

平成22年  平成27年 平成27年 0.3

国
　
調

平成27年
就

業

人

口

H27年
国　調

 　267人  4,964人

19.80 95,504 0.7 13.1

経常収
支比率%

左のう

ち、臨財

債を除く
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歳               入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

人　　　　口 面 積 k㎡ 人口密度 
人口集中 産 業 構 造

区      分   区      分

令和元年度
決 算 状 況

都道府県名
市町村名 宜 野 湾 市 Ⅱ―1

沖 縄 県

←①臨財債を
含む額

↑②臨財債を除く額

③

↑減収補てん債特例分及
び臨時財政対策債を除く


